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2024年版
中小企業白書・小規模企業白書の概要中小企業白書・小規模企業白書の概要
　中小企業庁より公表された2024年版中小企業白書・小規模企業白書について、その概要をご紹介します。　中小企業庁より公表された2024年版中小企業白書・小規模企業白書について、その概要をご紹介します。
　詳細は、中小企業庁ホームページ（右記二次元コード）をご確認ください。　詳細は、中小企業庁ホームページ（右記二次元コード）をご確認ください。

2024年版中小企業白書・小規模企業白書のポイント
　2024年版中小企業白書・小規模企業白書では、第１部で能登半島地震の状況や、新型コロナ
ウイルス感染症の影響と対応、中小企業の現状と直面する課題、今後の展望について分析。第２
部では、環境変化に対応して成長する中小企業や売上げの確保などの経営課題に立ち向かう小規
模事業者、そしてこれからの中小企業・小規模事業者を支える支援機関について分析している。

【概　要】 （第１部　中小企業・小規模事業者の動向）
◆�令和６年能登半島地震の被災地域では、被災以前から生産年齢の人口割合が低く、高齢化が進展して
いる。災害への備えとして、BCP策定を行うことが重要であり、策定する企業数は増加傾向。
◆�新型コロナウイルス感染症への対応策として、政府は休業要請等を実施。その影響を受ける企業に対
し、事業の継続や雇用の維持に向けた緊急的な支援を行うことで、失業率や倒産件数は比較的低い水
準で推移した。その後、各種措置の終了に伴い倒産件数は増加したが、失業率は引き続き低水準で推
移。また、倒産に占めるゼロゼロ融資を利用した企業の割合は低い。
◆�2023年度の中小企業の業況は、年末にかけて売上げの増加に一服感が見られたものの、中小企業の
業況判断DIは高水準で推移している。一方で、中小企業の経営課題として、原材料価格の上昇、人
手不足の状況が見られる。
◆�売上高が感染症による落ち込みから回復する一方で、人手不足が深刻化。人材の確保に向けて、経営
戦略と一体化した人材戦略を策定した上で、職場環境の整備に取り組むことが重要。人材育成は人材
の定着や労働生産性の向上にもつながることが期待されている。
◆�春闘の賃上げ率・最低賃金の改定率は過去最高水準。一方で、賃上げの原資となる業績の改善が見ら
れない中でも、人材確保の必要性や物価動向を背景に、賃上げを行う企業が増加。
◆�人手不足への対応策として、採用などの人材確保に加えて、省力化に向けた設備投資も重要。規模の
小さな企業ほど省力化投資が進んでおらず、省力化の取組余地が大きい。省力化投資は人手不足緩和
だけでなく、売上高増加にもつながることが期待される。今後は、商品の低コスト化・数量増加への
対応以上に、単価の引上げによる生産性の向上も追及する必要がある。
◆�賃上げ原資の確保に向けて、価格転嫁の促進が重要。価格交渉が可能な取引環境が醸成されつつある
が、コスト増加分を十分に転嫁できておらず、転嫁率向上のための取組強化が必要。
◆�半数近くの中小企業で後継者が不在であり、後継者が決まっている中小企業においても、後継者の経
営能力や相続税・贈与税といった課題を抱えている企業が見られる。

小規模企業白書小規模企業白書中小企業白書中小企業白書
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（第２部・中小企業白書　環境変化に対応する中小企業）
◆�足下では、約９割の中小企業が投資行動に意欲的な経営方針を示している。企業の成長には、人への
投資、設備投資、M&A、研究開発投資といった投資行動が有効。また、成長投資のための資金調達や、
支援機関が果たす役割は重要であり、支援体制の強化も必要。

（第２部・小規模企業白書　経営課題に立ち向かう小規模事業者）
◆�小規模事業者は、コストを把握して適正な価格設定を行うことや、顧客ターゲットを明確にして新規
顧客獲得に取り組むことで、売上高の増加につながることが期待できる。また、開業費用の少額化が
進んでおり、創業にチャレンジしやすい環境となる中で、創業に挑戦する若年層が増えている。また、
小規模事業者を支援する支援機関の活用効果は高いが、人員不足が顕在化しており、支援体制の強化
が必要。

【事例集より一部抜粋】

◎株式会社ホテル松本楼（群馬県渋川市）
・�株式会社ホテル松本楼は、同県中部の伊香保温泉で、温泉旅館の経
営を行う企業。（資本金1,000万円、従業員数118名）
・�新型コロナウイルス感染症の感染拡大による休業期間中も、従業員
の解雇や休業・減給は一切行わず、従業員向けの多種多様な勉強会
を実施し、接客スキル向上に注力。
・�感染拡大以降に生じた需要変化に目を付け、事業再構築補助金を活
用して地域内初のパン店「伊香保ベーカリー」を立ち上げ、顧客ニー
ズに即した幅広い商品を展開して業績を拡大。廃業ホテルを改修し、
犬と宿泊できるホテルも開業。
・�全客室へのタブレット導入を行って個人向けサービスも強化し、従
業員の負担軽減・勤務環境改善だけでなく、顧客満足度向上やリ
ピーター増加に貢献。
・�事業の多角化が事業回復に寄与、現在では総売上高が感染拡大前の
水準まで回復、黒字転換を実現。

◎LEATHER WORK MAKE（沖縄県北谷町）
・�LEATHER�WORK�MAKEは、皮革製品の製造・販売を行う事業者。
（従業員数３名）
・�受注が順調に入る一方で、利益は赤字であり、事業継続に必要な運
転資金が減少する状況にあった。
・�沖縄県よろず支援拠点の支援を受けた際、原材料費に利益を乗せた
だけで、製品価格を設定しており、人件費や水道・光熱費等の製造
にかかる費用を考慮していないことが課題と判明。
・�よろず支援拠点の助言を受け、製品を作る際にかかった時間や費用
を製造工程ごとに計測し、製品の原価を把握した上で、十分な利益
を確保できるよう価格設定の見直しを図った。また、その根拠を顧
客に明示できるよう工夫した。
・�商品単価は上がったものの、その根拠を適切に示したことで、顧客
数への影響なく、収益の改善を果たすことに成功した。

伊香保ベーカリー

LEATHER WORK MAKEの皮革製品

松本光男社長とおかみの由起氏

山城良太氏


